
高知県中山間地域等直接支払交付金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、高知県補助金等交付規則（昭和43年高知県規則第７号）第24条の規定に基づき、高知県

中山間地域等直接支払交付金（以下「交付金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。

（交付目的）

第２条 県は、中山間地域等における耕作放棄の発生を防止し、多面的機能を確保するため、農林水産省が定

める中山間地域等直接支払交付金交付要綱（平成12年４月１日付け12構改Ｂ第392号農林水産事務次官依命

通知）、中山間地域等直接支払交付金実施要領（平成12年４月１日付け12構改Ｂ第38号農林水産事務次官依

命通知）及び中山間地域等直接支払交付金実施要領の運用（平成12年４月１日付け12構改Ｂ第74号農林水産

省構造改善局長通知）に基づき、市町村が行う農業者等へ交付金を交付する事業（以下「交付金事業」とい

う。）に要する経費に対して、予算の範囲内で交付金を交付する。

（交付対象経費及び県交付金の額）

第３条 交付金事業の交付対象経費及び交付金の額は、別表に定めるとおりとする。

（交付金の交付の申請）

第４条 市町村長は、交付金の交付を受けようとするときは、別記第１号様式による交付金交付申請書を知事

が定める期日までに知事に提出しなければならない。

（交付金の交付の決定及び条件）

第５条 知事は、前条の規定による交付金の交付の申請が適当であると認めるときは、交付金の交付の決定を

し、別記第２号様式による交付金交付決定通知書により当該市町村長に通知するものとする。

２ 市町村は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

(１) 交付金事業に当たっては、中山間地域等直接支払交付金交付要綱、中山間地域等直接支払交付金実施

要領、中山間地域等直接支払交付金実施要領の運用及び高知県補助金等交付規則の規定に従わなければな

らないこと。

(２) 交付金事業の執行に当たっては、地方自治法（昭和22年法律第67号）及び各市町村の財務規則等の規

定に従わなければならないこと。

(３) 交付金事業が予定の期間に完了しない場合は、速やかに知事に報告し、その指示を受けなければなら

ないこと。

（交付金の変更承認の申請）

第６条 市町村長は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、あらかじめ別記第３号様式による

交付金変更承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

(１) 前条第１項の規定により交付の決定を受けた交付金の額を変更しようとするとき。

(２) 第４条の交付金交付申請書の交付対象農用地面積の地目別面積の20パーセントを超える増減が生ずる

とき。

２ 知事は、前項の規定により交付金変更承認申請書の提出があったときは、その内容を審査し、交付金を変

更交付することが適当であると認めたときは、変更交付の決定を別記第４号様式による交付金変更交付決定

通知書により当該市町村長に通知するものとする。

（交付金の交付の中止又は廃止）

第７条 市町村長は、交付金事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ別記第５号様式による

交付金中止（廃止）承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。



（遂行状況報告）

第８条 市町村長は、交付金の交付の決定があった年度の12月31日現在において、別記第６号様式による遂行

状況報告書を作成し、当該年度の１月20日までに知事に提出しなければならない。ただし、別記第７号様式

による概算払請求書をもってこれに代えることができるものとする。

（交付金の概算払）

第９条 市町村長は、交付金の概算払の請求をしようとするときは、知事が別に定める日までに、別記第７号

様式による概算払請求書を知事に提出しなければならない。

（実績報告書）

第10条 市町村長は、交付金事業が完了したときは、その完了の日から起算して30日を経過した日又は交付金

の交付決定があった年度の３月31日のいずれか早い期日までに、別記第８号様式による交付金実績報告書を

知事に提出しなければならない。ただし、これにより難い場合は、翌年度の４月10日までに提出しなければ

ならない。

（関係書類の整備等）

第11条 交付金の交付を受けた市町村長は、交付金に関する経理についての収支を明確にした証拠書類等を整

備し、かつ、当該証拠書類等を交付金の交付の決定があった会計年度の翌年度から起算して５年間保管しな

ければならない。

２ 知事は、交付金に関して必要があると認めるときは、市町村長に対して、報告を求め、又はその職員に帳

簿等その他の関係書類を検査させることができる。

（交付金の交付の決定の取消し等）

第12条 知事は、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるときは、市町村長に対し、交付金の交

付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(１) 市町村長が、法令若しくはこの要綱の規定又は法令若しくはこの要綱の規定に基づく知事の処分若しく

は指示に違反した場合

(２) 市町村長が、交付金を交付金事業以外の用途に使用した場合

(３) 市町村長が、交付金事業に関して不正、怠慢その他不適切な行為をした場合

２ 知事は、前項の規定に基づき交付金の交付の決定を取り消した場合において、当該交付金が既に市町村長

に交付されているときは、市町村長に対し、期限を定めてその返還を命ずるものとする。

（グリーン購入）

第13条 市町村長は、交付金事業の実施において物品等を調達する場合は、県が定める「高知県グリーン購入

基本方針」に基づき環境物品等の調達に努めるものとする。

（情報の開示）

第14条 交付金事業又は交付金の交付を受ける市町村長に関して、高知県情報公開条例（平成２年高知県条例

１号）に基づく開示請求があった場合は、同条例第６条の規定による非開示項目以外の項目は、原則として

開示を行うものとする。

（委任）

第15条 この要綱に定めるもののほか、交付金の交付に関し必要な事項は、知事が別に定める。



附 則

１ この要綱は、平成22年９月９日から施行し、平成22年度事業より適用する。

２ この要綱は、令和12年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された交付金につ

いては、第11条及び第12条及び第14条の規定については、同日以降もなおその効力を有する。

附 則

この要綱は、平成25年６月１日から施行し、平成25年度事業より適用する。

附 則

この要綱は、平成27年４月17日から施行し、平成27年度事業より適用する。

附 則

この要綱は、平成28年５月11日から施行し、平成28年度事業より適用する。

附 則

この要綱は、令和元年７月１日から施行し、令和元年度事業より適用する。

附 則

この要綱は、令和２年８月３日から施行し、令和２年度事業より適用する。

附 則

この要綱は、令和４年５月13日から施行し、令和４年度事業より適用する。

附 則

この要綱は、令和７年６月２日から施行し、令和７年度事業より適用する。



別表（第３条関係）
交付対象経費及び交付金の額

交付対象経費は、中山間地域等直接支払交付金実施要領（平成１２年４月１日付け１２構改Ｂ第３８号農
林水産事務次官依命通知）により市町村が集落協定、個別協定及び交付金の交付に係る取扱いの特例に基づ
いて交付金を交付する経費とする。

１ 交付金の額は、次により算定した額とする。

(１) 協定ごとの取組内容により、交付単価が１０割単価又は８割単価の２種類に分かれる。
なお、交付金の交付に係る取扱いの特例に基づく交付の場合は８割単価とする。

(２) 協定ごとの「地目」・「区分」毎（２ 加算措置については、「地目」ごと）の「交付対象農用地面
積（㎡）」の合計＝①【平方メートル未満切り捨て】を求める。
なお、交付金の交付に係る取扱いの特例に基づく交付の場合は、令和６年度において実施した「地
目」・「区分」毎の面積に0.5を乗じた面積を上限とする【平方メートル未満切り捨て】。

(３) 次の（ア）及び（イ）で協定毎の交付金の額を求める。
ただし、８割単価の協定の場合は単価に０．８を乗じたもので計算する。

ア 通常基準
{①×（単価×１／２）}【１円未満切り捨て】＝②

{①×（単価×１／４）}【１円未満切り捨て】＝③

交付金の額＝②＋③＝④

イ 特認基準
{①×（単価×１／３）}【１円未満切り捨て】＝⑤

{①×（単価×１／３）}【１円未満切り捨て】＝⑥

交付金の額＝⑤＋⑥＝⑦

(４) 市町村への交付額は、上記（３）で求めた④及び⑦の合計額

付表１ １平方メートル当たりの交付単価（円／㎡）

地目 区分 単価

田

急傾斜 ２１

小区画・不整形 ８

緩傾斜 ８

高齢化・耕作放棄率 ８

畑

急傾斜 １１．５

緩傾斜 ３．５

高齢化・耕作放棄率 ３．５

草 地

急傾斜 １０．５

緩傾斜 ３

高齢化・耕作放棄率 ３

草地比率の高い草地 １．５

採 草

放牧地

急傾斜 １

緩傾斜 ０．３



２ 加算措置

（１） 棚田地域振興活動加算

棚田地域振興活動加算（集落協定の活動において、棚田地域振興法第10条の認定棚田地域振興活動計画が策

定された地域であって、当該計画に係る協定農用地内の勾配が田で１/20以上、畑で15度以上である農地（以

下「棚田地域振興農地」という。）について、協定認定年度（ただし、途中の年度で協定を変更して加算措置に

取り組んだ場合には当該変更年度）から令和11年度までの間に、農村振興局長が別に定めるところにより、棚

田地域の振興を図る取組を行う場合に、棚田地域振興農地の面積に応じて加算されるものをいう。）の１平方メ

ートル当たりの交付単価。

付表２ 棚田地域振興活動加算の交付単価（円／㎡）

注１：棚田地域振興活動加算の交付を受ける農用地については、同一農用地を対象として超急傾斜農地保全

管理加算、スマート農業加算及び集落機能強化加算の経過措置のいずれの加算についても交付を行わな

いものとする。

注２：棚田地域振興農地のうち、協定農用地内の勾配が田で1/10以上、畑で20度以上である農地について

は、超急傾斜の単価とする。

（２）超急傾斜農地保全管理加算

超急傾斜農地保全管理加算（集落協定又は個別協定の活動において、協定認定年度（ただし、途中の年度で

協定を変更して加算措置に取り組んだ場合には当該変更年度）から令和11年度までの間に、農村振興局長が別

に定めるところにより、協定農用地内の勾配が田で1/10以上、畑で20度以上である農地（以下「超急傾斜農

地」という。）の保全等の取組を行う場合に、超急傾斜農地の面積に応じて加算される額）の１平方メートル当

たりの交付単価。

付表３ 超急傾斜農地保全管理加算の交付単価（円／㎡）

注１：超急傾斜農地保全管理加算の交付を受ける農用地については、同一農用地を対象として棚田地域振興

活動加算の交付を行わないものとする。

（３）ネットワーク化加算

ネットワーク化加算（協定農用地の合計面積が20ha以上となる複数の集落協定間で協議会等の設置を伴うネ

ットワーク化（複数の集落協定間において活動の連携体制を構築することをいう。）を行う集落協定、新たに他

の集落協定と一つの集落協定に統合し、協定農用地の面積が20ha以上となる集落協定又は同一の地域計画の区

域内に他の集落協定がない場合においては、新たに１組織以上の農業者団体以外の組織が活動に参画した上で、

２組織以上（新たに参画する組織も含む。）の農業者団体以外の組織が活動に参画する集落協定において、協定

認定年度（途中の年度で協定を変更して加算措置に取り組んだ場合には当該変更年度）から令和11年度までの

間に、農村振興局長が別に定めるところにより、当該協定に基づく活動において主導的な役割を担う人材の確

保や農業生産活動等の継続のための取組を行う場合に、当該協定農用地のうち交付金の対象となる農用地に加

算されるものをいう。）の１平方メートル当たりの交付単価。

付表４ ネットワーク化加算の交付単価（円／㎡）

地 目 区 分 単 価

田
急傾斜 １０．０

超急傾斜 １４．０

畑
急傾斜 １０．０

超急傾斜 １４．０

地 目 単 価

田 ６．０

畑 ６．０

地 目 協定農用地のうち５ha以下

の部分の単価

田 １０．０



注１：１協定当たりの加算額は、１００万円/年を上限（ただし、集落協定間の統合を行う場合は、統合前の

協定単位で上限を設定）とする。

注２：ネットワーク化加算の交付を受ける協定については、集落機能強化加算の経過措置の交付を行わない

ものとする。

（４）スマート農業加算

スマート農業加算（集落協定の活動において、協定認定年度（ただし、途中の年度で協定を変更して加算措

置に取り組んだ場合には当該変更年度）から令和11年度までの間に、農村振興局長が別に定めるところにより、

スマート農業による共同取組活動の省力化や効率化を図る取組を行う場合に、当該協定農用地のうち交付金の

対象となる農用地に加算されるものをいう。）の１平方メートル当たりの交付単価。

付表５ スマート農業加算の交付単価（円／㎡）

注１：１協定当たりの加算額は、２００万円/年を上限とする。

注２：スマート農業加算の交付を受ける農用地については、同一農用地を対象として棚田地域振興活動加算の交

付を行わないものとする。

（５）集落機能強化加算の経過措置

集落機能強化加算の経過措置（中山間地域等直接支払交付金実施要領の一部改正について（令和７年４月１

日付け６農振第2437号農林水産事務次官依命通知）による改正前の中山間地域等直接支払交付金実施要領（平

成12年４月１日付け12構改B第38号農林水産事務次官依命通知)第６の３の（2）のイの（ｴ）の集落機能強

化加算の適用を受けた集落協定のうち、１組織以上の農業者団体以外の組織又は構成員の10%以上の非農業者

が活動に参画する集落協定の活動において、協定認定年度（ただし、途中の年度で協定を変更して加算措置に

取り組んだ場合には当該変更年度）から令和11年度までの間に、農村振興局長が別に定めるところにより、新

たな人材の確保に関する取組又は集落機能を強化する取組を行う場合に、当該協定農用地のうち交付金の対象

となる農用地に加算されるものをいう。）の１平方メートル当たりの交付単価。

付表６ 集落機能強化加算の経過措置の交付単価（円／㎡）

畑 １０．０

草 地 １０．０

採草放牧地 １０．０

地 目 協定農用地のうち５ha超、

10ha以下の部分の単価

田 ４．０

畑 ４．０

草 地 ４．０

採草放牧地 ４．０

地 目 協定農用地のうち10ha超、

40ha以下の部分の単価

田 １．０

畑 １．０

草 地 １．０

採草放牧地 １．０

地 目 単 価

田 ５．０

畑 ５．０

草 地 ５．０

採草放牧地 ５．０



注１：１協定当たりの加算額は、２００万円/年を上限とする。

注２：集落機能強化加算の経過措置の交付を受ける農用地については、同一農用地を対象として棚田地域振興活

動加算の交付を行わないものとする。

注３：集落機能強化加算の経過措置の交付を受ける協定については、ネットワーク化加算の交付を行わないもの

とする。

地 目 単 価

田 ３．０

畑 ３．０

草 地 ３．０

採草放牧地 ３．０



別記

第１号様式（第４条関係）

令和 年度中山間地域等直接支払交付金交付申請書

第 号

令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

令和 年度において、下記のとおり事業を実施したいので、高知県中山間地域

等直接支払交付金交付要綱第４条の規定により、下記のとおり申請します。

記

１ 交付申請額 金 円

２ 事業の目的

３ 交付金対象農用地面積等（予定）

別紙のとおり

(注)別添内訳表も添付してください。



４ 事業完了予定年月日

５ 高知県中山間地域等直接支払交付金の収支予算

（１）収入の部

（単位：円）

（２）支出の部

（単位：円）

区 分 本年度予算額 前年度予算額
比較増減額

備考
増 減

県交付金

市町村費

計

区 分 本年度予算額 前年度予算額
比較増減額

備考
増 減

通常地域

特認地域

計



（別紙）

１ 交付対象面積及び交付額

(単位：㎡、円)

区 分

面積 交付額

内棚田地域

振興活動加

算

内超急傾斜

農地保全管

理加算

内ネットワ

ーク化加算

内スマート

農業加算

内集落機能

強化加算の

経過措置

内棚田地域

振興活動加

算

内超急傾斜

農地保全管

理加算

内ネットワ

ーク化加算

内スマート

農業加算

内集落機能

強化加算の

経過措置

 田 ①

急傾斜

緩傾斜

小区画・不整形

高齢化率・耕作放

棄率

８法内特認

８法外特認

 畑 ②

急傾斜

緩傾斜

高齢化率・耕作放

棄率

８法内特認

８法外特認

 草地 ③

急傾斜

緩傾斜

高齢化率・耕作放

棄率

草地比率の高い草

地

８法内特認

８法外特認

 採草放牧地 ④

急傾斜

緩傾斜

８法内特認

８法外特認

合計 （①＋②＋

③＋④）



２ 集落協定及び個別協定の締結状況

(単位：件、戸、㎡、円）

注) 集落協定の参加農家数は、協定に参加している延べ農家数を記入

個別協定の参加農家数は協定認定者数を記入

３ 負担割合

(単位：円)

区 分 協定締結数 参加農家数 交付農用地
面積

交 付 額

集落協定

個別協定

計

区 分

負担区分

交付総額 県 交 付 金

（Ａ）＋（Ｂ）＋

（Ｃ）
（Ａ）＋（Ｂ） 国（Ａ） 県（Ｂ） 市町村（Ｃ）

通常基準

８法内特認

８法外特認

計



第２号様式（第５条関係）

第 号

令和 年度中山間地域等直接支払交付金交付決定通知書

市町村長 様

令和 年 月 日付け 第 号により申請のありました令和

年度高知県中山間地域等直接支払交付金については、下記のとおり交付するこ

とに決定しましたので、通知します。

令和 年 月 日

高知県知事

記

１ 交付金の交付決定額 金 円

２ 交付の決定にあたっての条件



第３号様式（第６条関係）

令和 年度高知県中山間地域等直接支払交付金変更承認申請書

第 号

令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で交付の決定通知があり

ました高知県中山間地域等直接支払交付金について、高知県中山間地域等直接支

払交付金交付要綱第６条第１項の規定により下記のとおり変更し［金 円

の追加交付（減額承認）を受け］たいので、承認されたく申請します。

（注）金額の変更のない場合は、［ ］の部分を除いてください。

記

１ 変更の理由

２ 変更の内容

（注）記入事項については、別記第１号様式に準じます。この場合において、交付金の交付の決定

に関する内容及び変更後の内容を比較対照することができるように作成するものとし、変更

に関する部分についてのみ変更前を上段に括弧書きで記入してください。



第４号様式（第６条関係）

第 号

令和 年度中山間地域等直接支払交付金変更交付決定通知書

市町村長 様

令和 年 月 日付け 第 号により変更承認申請のありまし

た令和 年度高知県中山間地域等直接支払交付金については、申請のとおりこ

れを承認し、交付決定通知の記の一部を下記のとおり変更することに決定しまし

たので、通知します。

令和 年 月 日

高知県知事

記

１ 交付金の変更交付決定額 金 円

２ 交付の決定にあたっての条件



第５号様式（第７条関係）

令和 年度高知県中山間地域等直接支払交付金中止（廃止）承認申請書

第 号

令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で交付の決定通知があり

ました高知県中山間地域等直接支払交付金について、次のとおり中止（廃止）し

たいので、高知県中山間地域等直接支払交付金交付要綱第７条の規定により申請

します。

記

１ 事業の中止（廃止）の理由

２ 事業の中止の期間（廃止の時期）



第６号様式（第８条関係）

令和 年度高知県中山間地域等直接支払交付金遂行状況報告書

第 号

令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で交付の決定通知があり

ました高知県中山間地域等直接支払交付金について、高知県中山間地域等直接支

払交付金交付要綱第８条の規定により、下記のとおり交付金事業の遂行状況を報

告します。

記

（注）１「出来高」欄は、支払済額を記載してください。

２「進捗度」欄は、小数点第２位を切り捨てしてください。

区 分
計 画
Ａ

出 来 高
Ｂ

進捗度
Ｂ／Ａ

備 考

通常基準

特認基準

合 計



第７号様式（第９条関係）

令和 年度高知県中山間地域等直接支払交付金概算払請求書

第 号

令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で交付の決定通知があり

ました高知県中山間地域等直接支払交付金について、高知県中山間地域等直接支

払交付金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり金 円を概算払によ

り交付されたく請求します。

なお、交付決定に際して付された交付条件については、異存はありません。

記

１ 請求金額の内訳

令和○○年○月○日現在

（注）１「交付決定額」欄は、直近の(変更後の)交付決定額を記載してください。

２「出来高」欄は、小数点第２位を切り捨てしてください。

２ 事業遂行状況

令和○○年○月○日現在

（注）１「出来高」欄は、支払済額を記載してください。

２「進捗度」欄は、小数点第２位を切り捨てしてください。

区 分
交付決定額

①

既受領額

②

今回請求額

③ 残 高

①-(②+③)
備考

金 額
○月○日までの

予定出来高

(1)通常基準

(2)特認基準

円 円 円 ％ 円

合 計

区 分
計 画
Ａ

出 来 高
Ｂ

進捗度
Ｂ／Ａ

備 考

通常基準

特認基準

合 計



第８号様式（第１０条関係）

令和 年度中山間地域等直接支払交付金実績報告書

第 号

令和 年 月 日

高知県知事 様

市町村長

令和 年 月 日付け高知県指令 第 号により交付の決定通知（及

び令和 年 月 日付け高知県指令 第 号で変更通知）がありました

高知県中山間地域等直接支払交付金について、下記のとおり実施しましたので、高

知県中山間地域等直接支払交付金交付要綱第１０条第１項の規定により、下記のと

おり、その実績を報告します。

（注）１の（２）から３までについて、実績と申請とが異なる部分についてのみ申

請の値を上段に括弧書きしてください。

記

１ 交付金対象農用地面積等（実績）

別紙のとおり

(注)別添内訳表も添付してください。



２ 事業完了年月日

３ 高知県中山間地域等直接支払交付金の収支予算（実績）

（１）収入の部

（２）支出の部

４ 集落協定における直接支払交付金の使用実績

（注）「割合」欄については、小数点第２位を四捨五入してください。

５ 添付書類

交付金支払調書

区 分 本 年 度 精 算 額 本 年 度 予 算 額
比較増減額

備考
増 減

県交付金

円 円 円 円

市町村費

計

区 分 本 年 度 精 算 額 本 年 度 予 算 額
比較増減額

備考
増 減

通常地域

円 円 円 円

特認地域

計

交付総額
共同取組活動分 農業者等

金額 割合 金額 割合

円 円 ％ 円 ％



（別紙）

１ 交付対象面積及び交付額

(単位：㎡、円)

区 分

面積 交付額

内棚田地域

振興活動加

算

内超急傾斜

農地保全管

理加算

内ネットワ

ーク化加算

内スマート

農業加算

内集落機能

強化加算の

経過措置

内棚田地域

振興活動加

算

内超急傾斜

農地保全管

理加算

内ネットワ

ーク化加算

内スマート

農業加算

内集落機能

強化加算の

経過措置

 田 ①

急傾斜

緩傾斜

小区画・不整形

高齢化率・耕作放

棄率

８法内特認

８法外特認

 畑 ②

急傾斜

緩傾斜

高齢化率・耕作放

棄率

８法内特認

８法外特認

 草地 ③

急傾斜

緩傾斜

高齢化率・耕作放

棄率

草地比率の高い草

地

８法内特認

８法外特認

 採草放牧地 ④

急傾斜

緩傾斜

８法内特認

８法外特認

合計 （①＋②＋

③＋④）



２ 集落協定及び個別協定の締結状況

(単位：件、戸、㎡、円）

注) 集落協定の参加農家数は、協定に参加している延べ農家数を記入

個別協定の参加農家数は協定認定者数を記入

３ 負担割合

(単位：円)

区 分 協定締結数 参加農家数 交付農用地
面積

交 付 額

集落協定

個別協定

計

区 分

負担区分

交付総額 県 交 付 金

（Ａ）＋（Ｂ）＋

（Ｃ）
（Ａ）＋（Ｂ） 国（Ａ） 県（Ｂ） 市町村（Ｃ）

通常基準

８法内特認

８法外特認

計



(国参考様式第７号)

交 付 金 支 払 調 書

（令和 年 月 日交付）

番

号

支 払 先 交付対象

面積(㎡)

交付額

(円)

振込先 摘 要

住 所 氏 名

計


